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 研究要旨 

 本研究の目的は認知症や認知機能低下を予防するうえで重要な社会的要因を特定するこ

とである。今年度は Japan Gerontological Evaluation Study (JAGES)プロジェクトのデー

タを用いた縦断分析、地域における交流型サロンの効果評価のための住民悉皆調査、およ

びマインドフルネス・トレーニングを用いた交流型プログラムが認知症に及ぼす効果につ

いての文献レビューを実施した。その結果、地域住民への信頼感やグループ活動参加とい

ったソーシャル・キャピタルが特に女性の認知症予防に重要な可能性があること、交流型

プログラムの利用者において友人との交流や活動参加などがより豊かであること、マイン

ドフルネス・トレーニングを用いた交流型プログラムが認知症予防に有効な可能性がある

ことが示された。今後これらをもとに更なる縦断解析や無作為化比較対照試験を用いた介

入研究を実施する予定である。 
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Ａ．研究目的 

 認知症高齢者の急増が見込まれ、認知症予防はより喫緊の課題となっている。高齢者

は身近な地域や家庭内での社会生活がほとんどを占め、日々の他者との関係や家庭内外

での役割、地域活動への参加等社会的要因が認知機能維持に関与する可能性がある。し

かしどのような社会的要因が認知機能低下や認知症発症予防に有効であるのかについて

のエビデンスは未だ十分とはいえない。そこで本研究では、２つの異なるビッグデータ

を用いた長期縦断的観察研究と、それぞれのデータに整合性を持たせた評価指標を用い

た交流型プログラムによる介入研究から、コミュニケーション等の社会的要因と認知機

能との縦断的関連を検討し、今後地域で展開すべき認知症予防のための支援策を提言す

ることを目的とした。 

 初年度となる平成 27 年度は Japan Gerontological Evaluation Study (JAGES)プロジェ

クトにおけるコホートデータの構築と、これを用いたデータ解析を行った（近藤、白井、

斎藤ほか）。また交流型プログラムの評価のためのベースラインとなる悉皆調査を大規模公

的住宅において実施するとともに（斎藤ほか）、マインドフルネス・トレーニングを用いた

交流型プログラムが認知機能に及ぼす効果についての文献レビュー（石原）を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

1. JAGES データの構築と分析 

JAGES2010年調査における30自治体中、24市町から「要介護認定データ」と「介護保険賦課

データ」について提供の協力を得た。これらの市町における対象者83569名のアンケートデータに

「要介護認定データ」と「介護保険賦課データ」を突合し、最終的に82,063名(男性：37,876名；女

性:44,187名)からなるコホートデータセットを構築した。要介護認定については最小で668日から

最大で1,345日追跡した。その他、JAGES2003年調査をベースラインとして、10市町に居住する

高齢者15,313名を対象に、要介護認定や死亡の発生を約10年間追跡したデータを用いた解析を

行った。 

 

2. 大規模公的住宅における高齢者悉皆調査 

 名古屋市 A 区における大規模公的住宅（以下 B 団地とする）では 2013 年より社会的孤

立予防サロンを週 1 回開設し、住民ボランティアが中心となり運営している。2015 年 12

月、65 歳以上男女全 895 名を対象とする配票留め置き調査を実施し、有効回収数 634 名（有

効回収率 70.8％）を得た。調査項目は、老研式活動能力指標、Geriatric Depression Scale

日本語 15 項目版、地域活動への参加頻度、身近な人との支援のやりとり、地域におけるサ

ービス認知度、社会的孤立予防サロンへの参加状況その他とした。 

 

3.  交流型プログラムが認知機能に及ぼす効果についての文献レビュー 

  医中誌 Web、CiNii Articles、PubMed、MEDLINE、PsycINFO を検索に用いた。

「Mindfulness」、「Dementia」「Alzheimer」「Older adult/Elderly」「Intervention」
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「Cognitive」のキーワードで検索を行い、関連文献を収集した。国内の研究はみられず、

海外の検索サイトでは 324 件が検索された。このうち高齢者を対象に認知機能への効果評

価を実施した研究に限定し、最終的に 8 件の論文を査読対象とした。 

 

（倫理面への配慮） 

 すべての調査において「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針」に則って実施し

た。また調査対象地域等との研究協定書を事前に取り交わしている。JAGES 調査について

は日本福祉大学「人を対象とする研究」に関する倫理審査委員会の承認を得て実施した。

プログラム評価のための悉皆調査については、国立長寿医療研究センター倫理・利益相反

審査委員会の承認を得て実施した。 

 

Ｃ．研究結果 

1. JAGES データの構築と分析 

1）要介護リスク要因の検討 

 介護予防の重点項目である 6 つの領域(「運動器の機能向上」「栄養改善」「口腔機能の向上」

「閉じこもり予防・支援」「うつ予防・支援」「認知症予防・支援」)における予測妥当性を検証するた

め、それぞれのリスク有無によるその後の要介護発生リスクの差を検討した。その結果、いずれの

領域においても男女ともに共通して、リスクあり群ではリスクなし群と比較して、少なくとも 2 倍以上

の要介護認定率であることが明らかになった。 

 

2）ソーシャル・キャピタルと認知症を伴う要介護認定との関連 

 信頼感、助け合いの規範、助け合いの行動、組織参加を通じたネットワーク指標を合成

してソーシャル・キャピタルスコアを作成し、10 年後の認知症を伴う要介護認定との関連

を検討した。その結果、女性においてソーシャル・キャピタルスコアと要介護認定との有

意な関連が認められた（HR0.84, 95%CI: 0.76—0.92）。 一方男性については有意な関連は

認められなかった。また個人レベルとともに、地域レベルのソーシャル・キャピタルスコ

アと個人レベルの認知症を伴う要介護認定との関連についてマルチレベル分析を行った結

果、個人レベルについては有意な関連が認められたが、地域レベルのソーシャル・キャピ

タルとの有意な関連は認められなかった。 

 

3）認知症を伴う要介護認定と社会的要因との関連 

 社会的要因として家族構成、ソーシャルサポート、友人や親せきとの交流頻度、地域の

グループ活動への参加頻度、就労を設定し、これらと 10 年後の認知症を伴う要介護認定と

の関連を男女別に検討した。11629 名を対象とする分析の結果、すべての社会的要因を同時

投入した分析では、男性では就労および家族との支援のやりとりが、女性ではグループ活

動への参加頻度がその後の認知症を伴う要介護認定に最も強く関連していた。 
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2. 大規模公的住宅における高齢者悉皆調査 

 対象者の全般的な特性についてみると、56.1％の人が団地内での交流が乏しい状態にある

など、社会的孤立傾向が高かった。その他、1 日に 1 回も肉や魚を摂取しない割合が 56.9％

など、食に対する意識が低い傾向がみられた。孤立予防サロンに参加する人は男性ではボ

ランティア 1.5％、利用者 6.5％であり、女性ではボランティア 2.5％、利用者 13.4％であ

った。利用者と未利用者との比較から、男女ともにサロン利用者は未利用者と比較して年

齢が高く、友人との交流頻度やグループ活動参加頻度が高かった。ただし男性では利用者

ほど外出頻度や情緒的支援の提供割合が多いのに対し、女性では独居割合が高く、手段的

支援の提供割合が少ないなど、男女で傾向の違いもみられた。 

 

3.  交流型プログラムが認知機能に及ぼす効果についての文献レビュー 

 選択した 8 つの論文では、認知機能に支障のない高齢者と支障のある高齢者を対象とし

たものが 4 本ずつみられた。また無作為化比較対照試験（RCT）デザインを用いた研究は 4

本であった。8 本中 6 本において、注意コントロールやリラクゼーションといったマインド

フルネス・トレーニングが気分改善とともに認知機能における記憶、注意、実行機能、言

語流暢性に改善効果を持つことが報告されていた。ただしサンプルサイズが十分ではない

論文が多数を占めた。 

 

Ｄ．考察と結論 

 平成 27 年度は JAGES データを用いた縦断解析、交流型プログラムの効果評価のための

悉皆調査、および文献レビューを行った。JAGES データ解析の結果、6 つの介護予防重点

項目はいずれも要介護リスク要因として妥当性のある指標であることが確認された。また

信頼感や組織参加といったソーシャル・キャピタル項目は特に女性における認知症予防に

重要な可能性があること、一方男性においてはむしろ就労や家族との支援のやりとりが重

要な可能性が明らかになった。今後より精緻に分析を行うことにより、認知症予防に重要

な社会的要因を明らかにすることが重要と考えられる。 

 一方、悉皆調査の結果、団地高齢者の社会的孤立傾向や食に対する意識が低い特徴が裏

付けられるとともに、交流型サロン利用者は未利用者と比較して友人との交流やグループ

活動参加頻度が高いことが明らかになった。今後縦断的デザインを用いてサロン利用の認

知症予防効果を検証する予定である。また交流型プログラムが認知機能に及ぼす効果につ

いて、マインドフルネス・トレーニングに着目して文献レビューを行った結果、マインド

フルネス・トレーニングが気分改善とともに認知機能に効果をもたらすことが明らかにな

った。これを踏まえ、プログラムを開発し、ケース数を十分に確保した RCT を実施する予

定である。 
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Ｅ．健康危険情報 

なし 
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